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―東アジア 11か国の研究からの提言― 
JICA研究所／企画部* 
 
概要  
人間の安全保障は、その概念や実践について国連場裏で一定の概念整理がなされたものの、20年以上にわた
って議論が続いており、定義が合意されたのも最近のことである1。そこで、本ポリシー・ノートでは、東アジアの 36名
の研究者や実務家が参加した研究プロジェクト「東アジアにおける人間の安全保障の実践」2の成果に基づき、東
アジアで人間の安全保障がどのように理解され実践されているかについて述べた後、主に開発支援や人道支援
に従事する関係者に向けて、以下の３つを提言した。 
１．「政府による保護」から「人々の能力強化」へ―援助関係者は、危機の発生直後には国家の保護機能の強化
を支援すべきだが、その後は適切なタイミングを見極めて、支援の重点を人々自身の行動能力の強化へと移すこ
とが必要である。 
２．横のネットワークの推進―援助関係者は、危機の発生に際しては、現地の政府と協力するだけでなく、国境を
越えて官民やマルチステークホルダーが連携するネットワークを活用し、現場の人々のニーズを聞き取り、それに
応えていく必要がある。 
３．主権尊重と相互の信頼醸成―援助関係者が平時から被援助国の主権を尊重した支援を継続し、信頼関係
を構築していると、危機の発生に際しても、迅速かつ有効な緊急支援が可能になる。 
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１．人間の安全保障とは―その概念、実
践、そして研究プロジェクトの概要 
 
人間の安全保障は、その概念についても実践につ
いても、20 年以上にわたって議論が続いている。概念
については、1994 年に UNDP（国連開発計画）の『人
間開発報告書』により紹介されて以降、2003 年の人間
の安全保障委員会最終報告書、そして 2012 年の国
連総会決議などでの様々な議論を経て、共通理解が
形成された3。国連でのグローバルな合意を踏まえて、
人間の安全保障の概念を地域や国家、そして地方の
文脈に即して実践することが重要になってきている。 
しかし、国連や EU 等で継続して議論されてきたの
は、国際的な政策規範としての人間の安全保障の概
念であり、その実践に焦点を当てたものは少ない。ア
ジアにおける人間の安全保障研究も蓄積されてきて
いるが、人間の安全保障への脅威に各国と人々がど
のように対処しているのかについて、比較分析を行っ
た事例は少ない。本研究プロジェクトは、このような概
念および実践についての研究の不足を補う比較研究
である。 
本研究プロジェクトでは、人間の安全保障の概念を、
「上からの保護と下からのエンパワメント（能力強化）を
組み合わせ、人々が欠乏と恐怖から逃れて尊厳を持
って生きること」と整理した。この共通理解に基づき、
東アジア各国の研究者・実務家 36 名が、二段階に分
かれる研究プロジェクトに参加した。 
本ポリシー・ノートの第２節では、研究プロジェクトの
第一段階の成果に基づき、東アジア各国における多
様なステークホルダーが、人間の安全保障の概念を
どう理解しているか、どのような脅威が重要だと考えて
いるか、脅威に対してどのように対応するのが望ましい
と考えているかについて論じる。そして第３節では、開
発および人道支援に従事する関係者向けに、人間の
安全保障の実践に資するための三つの提言を行う。こ
の提言は、研究の第二段階の成果、つまり最初の共同
研究で抽出された東アジアにおける脅威の認識に基
づいて、特定の脅威とそれに対する望ましい対応を具
体的に分析した 10個の事例研究の成果に基づいてい
る。 
 
２．東アジアにおける人間の安全保障とは
―新たな理解 
 
研究プロジェクトの第一段階では、東アジアにおけ
る人間の安全保障の概念について探求した。研究は、
公的文書、学術書籍や論文などのレビューと、政府官
僚、法律家、大学やシンクタンクの研究者、NGO、宗
教リーダー、ジャーナリスト、ビジネスマン、国際機関ス
タッフなど総計 100 名以上のインタビューから成る。イ
ンタビューの回答者に統計学的な代表性があるわけ
ではないが、村民に対する人類学的な聞き取りや、フ
ォーカス・グループ・ディスカッションを含む詳細な質
的調査も行われた。 
研究の第一段階を通じて、東アジアの人間の安全
保障とは何かについて、三つの特徴が明らかになった。
第一に、東アジア地域全体に受け入れられている人
間の安全保障の概念は、2012 年の国連総会決議4で
定義された広義の理解に近いことがわかった。つまり、
武力紛争だけではなく、気候変動、台風／サイクロン、
洪水、地震、津波、感染症、食料危機、医療や教育
の欠如、環境汚染、都市化、極度の貧困、失業、人身
取引、暴力的紛争、宗教的不寛容、組織犯罪、政府
の圧力などの広範囲な脅威を扱うものとして理解され
ていた。第二に、人間の安全保障という表現そのもの
は使われていないにしても、人間の安全保障を構成す
る個別の要素は東アジア地域に根付いていることがわ
かった。つまり、欠乏と恐怖からの自由、尊厳、保護と
能力強化といった個別のコンセプトは、東アジアの
国々の公的文書に網羅的に記されており、インタビュ
ーの多くの回答者も個別のコンセプトをよく理解してい
た。第三に、東アジアの人々は国家の安全保障と人
間の安全保障は両立すると考える傾向があることがわ
かった。多くの回答者は、危機の発生時に人々を守る
のは一義的には国家であると認識していた。加えて、
国家には、人々を守るだけでなく人々の能力強化を果
 
p. 3   JICA-RI Policy Note No.3-September 2018                                    ○C  JICA Research Institute  
たす役割も期待されていた。 
 
３．人間の安全保障の効果的な実践に向け
て―研究から得られた 3つの提言 
 
研究プロジェクトの第二段階では、第一段階の研究
で特定された人間の安全保障に対する脅威の源泉を、
その発生要因に即して、物理システム（地球）、生命
システム（動植物）、社会システム（人間）に分類する
枠組みを提示した。さらに、脅威の実例として中国の
四川大地震、東日本大震災、インドネシアの紛争地ア
チェにおける地震・津波、ミャンマーを襲ったサイクロ
ン・ナルギス、フィリピンを襲ったハイヤン（ヨランダ）台
風、西アフリカのエボラ出血熱に対する中国の支援、
カンボジアの住民を脅かす土地収奪、フィリピンのミン
ダナオ紛争、韓国の難民受入政策、タイおよび
ASEAN各国の人身取引対策という 10事例を取り上げ
て論じた。本ポリシー・ノートでは、これらの実例から、
主として開発支援や人道支援に従事する関係者に向
けて、人間の安全保障の今後の効果的な実践のため
に以下の三つの提言を行う5。 
 
(3-1) 「政府による保護」から「人々の能力強化」へ
―援助関係者は、危機の発生直後には国家の保
護機能の強化を支援すべきだが、その後は適切な
タイミングを見極めて、支援の重点を人々自身の行
動能力の強化へと移すことが必要である。 
 
平時には「政府による保護」と「人々が問題解決に
動く力」を等しく支援することにより、双方が補完しあい、
人々の生命、暮らし、尊厳が守られる。危機が発生す
ると、人々が問題解決に動く力は一時的に低下する。
この時、援助を通じて政府の保護機能を強化できれ
ば、人間の安全保障は維持される。さらに援助関係者
は、現場において人々の自主的な自助行動が生まれ
ていないかを見極め、その萌芽が見える適切なタイミ
ングで、政府の保護機能の強化から人々の自主的な
行動の推進へと、支援の重点を変えていくことが求め
られる。 
 例えばインドネシアの紛争地アチェの事例研究では、
インド洋大津波の際、外部からの支援の受入れが決ま
るのに 3日を要したうえ、軍による支援物資の横流しが
批判された。このことから、政府の保護が脆弱な状況
では、人々はより一層脆弱な状況に置かれることがわ
かった。一方、フィリピンのヨランダ台風の事例研究か
らは、地元の状況を最もよく知るのはコミュニティである
こと、そして災害リスクの削減にはコミュニティの人々が
自ら問題解決に意識を向け、主体的に参画することが
不可欠であることが確認された。 
図 1は、このような平時、緊急時、復興期における政
府の保護と、人々が問題解決に動く力の関係の変化
を表す。ただし、これはあくまで概念上の整理であり、
平時、緊急時、復興期への移行は一直線とは限らな
いことに留意が必要である。 
いずれにせよ、危機の発生直後に政府が人々を保
護すること、そして徐々に人々の能力強化に支援の重
点を移すことの重要性は明らかである。 
 
図 1: 政府の保護と人々が問題解決に動く力の関
係（Hernandez et al., eds. 2018に筆者加筆）            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3-2) 横のネットワークの推進―援助関係者は、危
機の発生に際しては、現地の政府と協力するだけ
でなく、国境を越えて官民やマルチステークホルダ
ーが連携するネットワークを活用し、現場の人々の
ニーズを聞き取り、それに応えていく必要がある。 
 
人々に支援を届けるには、人々の支援ニーズを政
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界があることがある。このような場合には、援助関係者
が現場の人々の声を聴いてニーズを把握し、国境を
越えたステークホルダーのネットワークを活用すること
で、コミュニティが真に求めている活動を展開すること
が重要である。 
カンボジアの事例研究では、住民の伝統的な土地
所有権が考慮されずに立ち退きが進められたこと、そ
して、こうした危機に際しては、国際 NGOによる貢献な
ど、国家を超えた支援の枠組みが有効であることがわ
かった。東日本大震災では、衣類の提供や救出チー
ムなどの支援が人々の実際のニーズに合わないこと
があった。支援の受入れには準備や手続きが必要な
ので、緊急時の不要な支援は思い切って断る必要が
あることがわかった。韓国では、難民受け入れ政策は
脱北者への対応に影響し、ひいては朝鮮半島情勢に
かかわるため、地域の事情に配慮しながら、細心の注
意を払って進めなければならないことがわかった。
ASEAN 地域における人身取引対策の事例研究では、
被害者の送出国と受入国が協同することの難しさが指
摘され、NGO も参画して政策を調整していくことの意
義が示唆された。現在、人間の安全保障にかかわる
いくつかの分野では、グローバルおよび地域のレベル
で協力枠組みが構築され、その枠組みのもとで NGO
や市民社会組織（CSO）、民間企業がネットワークを形
成して人々の啓発を行っている。 
援助関係者が人々に支援を効果的に届けるには、
政府と協力しながら、国境を超える多層的なネットワー
クを活用して、支援が必要な人々の現場の声をくみと
っていく必要がある。 
 
(3-3) 主権尊重と相互の信頼醸成―援助関係者
が平時から被援助国の主権を尊重した支援を継続
し、信頼関係を構築していると、危機の発生に際し
ても、迅速かつ有効な緊急支援が可能になる。 
 
ここまで、人間の安全保障を実践するには、「住民
の保護から能力強化へと重点を変えながら支援してい
くこと」と「官民やマルチステークホルダーが連携する
支援ネットワークを活用していくこと」の二つが有効で
あると提言してきた。これらの提言には、危機の発生に
際しては国境を超えた協力が不可欠だという前提があ
る。 
しかし、甚大な被害をもたらす危機が発生したとして
も、平時に信頼関係を構築できていない援助関係者
からの支援の申し出を、その国の政府や人々が歓迎
するとは限らない。国内問題に対する海外の内政干渉
と受け止められる場合もあろう。平時において援助す
る側が援助される側との間に強固な信頼関係を構築
することによってこそ、危機に際しても援助される国か
ら頼りにされ、国家主権の侵害といった疑いを抱かれ
ずに迅速な対応を展開することが可能になるのである。 
事例研究では、危機発生に際しての政府の対応は
支援を受け入れるか否かの二者択一ではなく、多様
であることがわかった。西アフリカでエボラ出血熱が発
生した時、中国は、すでに 19 名の中国人医師がギニ
アで働いていたこと、そして自国において SARS（重症
急性呼吸器症候群）に対応した経験があることから、
きわめて迅速かつ大規模な支援を実施することができ
た。その中国で四川大地震が発生した時、国際社会
の支援を受け入れても自国の主権が揺るがないと判
断した中国政府は、直ちに各国の支援を受け入れた。
サイクロン・ナルギスが猛威を振るった際には、ミャン
マー政府は友好国（ASEAN、ロシア、日本など）の支
援だけを受け入れた。フィリピン政府は、紛争地ミンダ
ナオ島において、日本やマレーシアなど限られた国の
支援のみを受け入れている。 
このように、脅威の発生に際して援助を受け入れる
かどうかは、受け入れ国政府の自国の主権に対する
自信、人々と政府との関係、平時からの援助関係者と
の信頼関係といった様々な要素が作用して決まる。し
たがって援助関係者にできることは、平時から相手国
の主権を尊重しながら信頼関係を構築し、危機に際し
てもその姿勢を維持しながら支援を行うことである。 
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1 日本政府や JICA は「個人の保護と能力強化により、恐怖と欠乏からの自由、そして、人間一人ひとりが尊厳を持って生きる権利を
追求する」ことが同概念の根幹であるとした。また、同概念を持続可能な開発目標（SDGs）に反映させるべきと主張し、「人間中心」
「予防的」「誰一人取り残さない」等の考え方が 2015年に採択された SDGsの随所に盛り込まれた。 
2 研究プロジェクトの概要は次を参照。https://www.jica.go.jp/jica-ri/ja/research/peace/peace_20131001-20180331.html なお、本
ポリシー・ノートでは東アジアを、東南アジア諸国連合（ASEAN）の 10 か国と中国・日本・韓国の 3 か国、計 13 か国とする。本プロジ
ェクトでは、ASEANの 10か国のうち、カンボジア、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの 8
カ国を研究対象とした。 
3 一連の文書は次のとおりである。国連人間開発計画（UNDP）『人間開発報告書 1994』（ニューヨーク、オックスフォード大学出版、
1994 年）。国連人間の安全保障委員会『国連人間の安全保障委員会報告書』（ニューヨーク、国連人間の安全保障委員会、2003
年）。国連総会『国連総会決議 A/66L.55/Rev.1』（ニューヨーク、国連総会、2012 年）。なお、『人間開発報告書 1994』で同概念が紹
介されて以降、カナダをはじめとする国々は、この概念を再定義し、重大な人道危機に際して国家が市民を保護しない場合に、国家
の主権を制限して国際社会が人道的な介入を行う条件を定義する「保護する責任」（R2P）を体系化した。他方、日本やタイなどの
国々は、脅威の枠組みを暴力的紛争よりも広く包括的にとらえるとともに、国家主権と人道的要請の対立を回避する形で、予防と地方
の文脈を重視する人間の安全保障の概念を再定義しようとした。2012 年の国連総会決議は、R2P を別概念として切り離す形で、人
間の安全保障概念を広く定義した。 
4 国連総会『国連総会決議 A/66L.55/Rev.1』（ニューヨーク、国連総会、2012年）。 
5 なお、研究の成果とは別に、それぞれの提言内容を実践している JICAの協力を参考資料として別添する。 
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